
 

資 料 ６ 
 

第３期中期目標（素案）の策定等について 
 

 

１ 県内高等教育に関する将来構想について 

（１）国公私立大学の役割分担 

国立大学 

○国策としての大学  

・多様な進学需要の受け皿（幅広く学部・学科等を整備し人材を育成） 

・地域における総合的な知の拠点（教育・研究・経済・産業・医療等） 

※ 山口大学は、国が示した３つの「機能強化の方向性」（①世界最高の教育研究の展開拠

点、②全国的な教育研究拠点、③地域活性化の中核的拠点）のうち、③を選択 

私立大学 

○地域における高等教育機会の提供 

○建学の精神、理念を中心に据えた特色

ある教育の実施 

公立大学 
◎設置主体の地方公共団体の政策・方針

の反映 

 

（２）今後の方向性 

○ 今後、国の動きも踏まえながら、担当課と調整を行い、次期チャレンジプランに

加え、次期教育振興基本計画についても何らかの形での記載を目指す。 

○ 国立、私立を含む県内高等教育の振興については、「大学等との連携による取組の

推進を目指す。」という趣旨を盛り込むほか、「県立大学のあり方」についても記載

する方向で検討する。 

 
 

【現状】 

 《県の計画》 

  ・上記の両計画とも今年度が取組の最終年度。次期計画の策定に係るスケジュール等は未定 

  ・現行の計画における高等教育に関連する内容の記載状況は次のとおり。 

①チャレンジプラン → 「大学等との連携・協働による地域活性化」及び「山口県立大学 

の整備充実」について記載 

②教育振興基本計画 → 記載なし 
 

 《国の動き》 

  ・国が策定する第３期教育振興基本計画は今年度中に策定される見込み。 

  ・高等教育のあり方については、次の会議で審議されている。①、②が審議中、③は論点報告のみ。 

① 将来構想部会（文科省）    ※ 中央教育審議会大学分科会設置 

② 地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議（まち・ひと・しごと創生本部） 

③ 私立大学等の振興に関する検討会議（文科省）   

 

 



２ 中期目標（素案）の骨子について 

（１）基本的な目標 

 「人口減少」や「地方創生の必要性の高まり」などの時代の変化を踏まえ、地域の

ニーズに的確かつ迅速に対応できる「地域貢献型大学」として、 

○ これまでの成果を更に発展させるとともに、  
  ○ 全国に誇れる新たな取組にも積極的に挑戦することにより、     

県民や地域社会の期待に応え、地域を牽引していくことを目指す。  
 
    ※  県立大学の学部・学科構成を踏まえた独自の産学公連携のコンソーシアムを構築し、県 

大の特色を生かした新たな取組を推進 

          例）➢ ＣＯＣ＋事業の取組をさらに発展させ、人材育成・定着プログラムの構築 

        ➢ 連携した企業への日帰りﾊﾞｽﾂｱｰや企業の大学見学、ｲﾍﾞﾝﾄ参加による相互交流の推進 

        ➢ 学部学科間の連携による企業支援 

          ・ 文化創造学科と栄養学科の連携による栄養分析からﾃﾞｻﾞｲﾝまでを含めた商品開発 

           ・ 社会福祉学部と看護栄養学部の連携による保健福祉サービスの提案 

（２）基本的な方向性 

① 地域や時代のニーズに即した人材の育成や研究の推進 

② 若者の県内定着に向けた取組の促進 

③ 県財政が厳しい中での安定した大学運営の確保・継続 

 

（３）主な内容 

目標の分野 主 な 内 容 県立大学での取組の検討 

教

育

研

究

等

の

質

の

向

上 

教  育 

○ 地域や時代のニーズに沿った人材を

育成するため、産学公の密接な連携の

下、地域が真に必要とする人材の育成に

向けた教育カリキュラムの全学的な構

築 《①、②関連》 

・ 地域の課題解決に資する地域連携によ

る教育（全学共通） 

・ 地域で活躍できる看護職・管理栄養士

の育成 

・ 福祉マインドを基盤とした地域共創力

の育成 等 

学生支援 

○ 県内定着の促進(県、県内大学、企業

等地域と連携した長期ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等) 

 《②関連》 

・ 学生の社会的・職業的自立を支援する

連携体制の整備（キャリア教育、インタ

ーンシップの充実） 

研  究 

○ 地域における諸課題が解決できる、地

域と連携した研究システムの構築 

 《①関連》 

・ 学内シーズと地域からの研究ニーズを

マッチングする体制づくり 

地域貢献 

○ 産学公とも連携し、地域のニーズに即

した人材の育成、受託研究等の推進 

○ 県の政策形成や地域の諸課題の解決

に向けたシンクタンク機能の強化 

 《①、②関連》 

・ 学内シーズと地域からの研究ニーズを

マッチングする体制づくり 

・ 卒業生を対象としたスキルアップのた

めの研修の実施 

・ 県、市町等の課題解決に資する事業の

立ち上げ 

業務運営の 

改善・効率化 

○ 時代の変化に応じた新たな情報媒体

も活用した戦略性の高い大学情報の発

信 《③関連》 

・ ＳＮＳ等を活用した大学の魅力発信 

財務内容の 

改善 

○ 財政的基盤の充実（産学連携による研

究費の確保、寄附講座等） 《③関連》 
※ 中期財政計画策定過程において検討 



３ 中期目標（素案） 

  資料７及び資料８参照 

 

４ 中期計画の認可に係る基本方針 

   中期目標を達成するために法人が作成する中期計画については、以下の要領により

作成することを基本とするよう求めるものとする。 

① 「選択と集中」により、原則として全学的視点から取り組むべき事項を記載す

ること 

② 項目数は、目標管理を適切・効果的に行う観点から、厳選すること 

③ 記述の方法は、中期目標が示す大きな方向性に関し、中期目標期間終了時にど

ういった状態にすることを目指すのかという達成水準（目標）を、可能な限り明

確かつ簡潔に記述すること 

 

 

中期目標 中期計画 

① 中期目標の期間（公立大学法人：６年）  

② 教育研究等の質の向上に関する事項 
① 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するた 

めとるべき措置 

③ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 
② 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す 

るためとるべき措置 

④ 財務内容の改善に関する事項 
③ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとる 

べき措置 

⑤ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の 

提供に関する目標 

④ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に 

関する目標を達成するためとるべき措置 

⑥ その他業務運営に関する重要事項 
⑤ その他業務運営に関する重要目標を達成するため 

とるべき措置 

 

(その他の記載事項) 

⑥ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び賃 

金計画 

⑦ 短期借入金の限度額 

⑧ 出資等に係る不要財産（見込み含む。）がある場合 

の当該財産の処分に関する計画 

⑨ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする 

ときはその計画 

⑩ 剰余金の使途 

※ 毎事業年度の剰余金の翌年度以降の繰越使用

に関するもの 

⑪ 法第 40 条第４項の承認を受けた金額の使途 

※ 前期中期目標期間の積立金の当期中期目標期

間への繰越使用に関するもの 


